
１　職員の任免および職員数に関する状況

（１）採用者数の状況（令和7年4月1日現在） (単位：人)

※再任用職員とは、定年退職などした後に再度雇用された者

（２）退職者数の状況（令和７年度） (単位：人)

※分限とは、地方公務員法第２８条の規定に基づいて行う降任、免職、休職及び降給処分

（３）所属別職員数の状況（各年4月１日現在） (単位：人)

管理課

常総環境センター

施設課

消防本部

水海道消防署

北出張所

絹西出張所

守谷消防署

南守谷出張所

つくばみらい消防署

谷和原出張所

東部出張所

※短時間勤務の再任用職員は除く。　（　）は内数で守谷市からの派遣職員

２　職員の給与の状況

（１）特別職(令和７年度) (単位：円)

（２）職員給料等の状況(令和７年度決算) (単位：千円)

※職員手当に退職手当負担金は含まない。

人事行政の運営等の状況の公表について

労務職 0 1 0

区分 定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職 合計

行政職 0 1 0

消防職 12 0 9

　常総地方広域市町村圏事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定に基づき、令和７年度の人
事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

区分 新規採用
再任用職員

常時勤務 短時間勤務

0 0 1 0 0 0 0 1

消防職 0 3 6 0 0 0 0 9

行政職

労務職 0 0 1 0 0 0 0 1

6 6 0

7 7　（1） 0

所属 令和６年 令和７年 増減数

14（6） 13 （6） △1

41 47 6

15 15 0

小計 27（6） 26（6） △1

57 51 △ 6

26 25 △ 1

40 39 △ 1

15 15 0

49 47 △ 2

△ 5

合計 274 269 △ 5

16 15 △ 1

15 15 0

区分 報酬(年額)

管理者 70,000

副管理者 60,000

小計 274 269

1,190,164 411,129 529,825 2,131,118

給料 職員手当 期末勤勉手当 計

議長 60,000

副議長 55,000

議員 50,000



（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和7年4月1日現在）

※短時間勤務の再任用職員は除く

（４）職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在） (単位：円)

大卒高卒
行政行　行　1-5
消防消　消　1-1
労務 就　1-17

（５）職員手当の状況（令和7年4月1日現在）

【令和６年度支給割合】

※当該手当には、役職段階別加算措置（5～15％）がある。

・子 11,500円

・配偶者 3,000円

※子のうち満16歳の年度から満22歳の年度末までの子については、1人につき　5,000円加算

・借家の場合(月額16,000円を超える場合に限る。）

家賃の額に応じて、28,000円を限度に支給

・通勤距離が片道2㎞以上で交通機関等を利用している者に支給

距離区分に応じ、2,000円～38,700円

・管理職又は監督の地位にある職員のうち、規則で指定するものについて、その職務の

特性に基づき支給

職務に応じ定額　45,000円～85,000円

住居手当

通勤手当

管理職手当

地域手当 ・支給率

                                          １回　2，000円

名称 支給対象職員及び金額

10%

6,500円

正機関員

                                              １回　100円

                                          １日　1，080円

副機関員

遺体収容活動

緊急消防援助隊活動

災害活動
搬送無　150円

救急救命士以外の救急活動 搬送有　300円

搬送無　150円

救助隊員の救助活動 活動有　500円

活動無　150円

規則で定める災害活動 １回　　　300円

消防職 269 37.4歳 329,900

労務職 2 59.6歳 276,500

区分 職員数(人) 平均年齢 平均給料月額(円)

行政職 16 54.7歳 365,400

消防職 259,600 225,600

労務職 ― 198,200

区分 大学卒 高校卒

行政職 225,600 200,300

期末手当・勤勉手当 １２月期 1.275月分 1.075月分

計 2.5月分 2.1月分

区分 概要

期末手当 勤勉手当

６月期 1.225月分 1.025月分

39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分

扶養手当

退職手当

自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年

・父母

                                              １回　300円

特殊勤務手当

火災活動 放水有　300円

放水無　150円

水災活動 １回　　　300円

救急救命士の救急活動 搬送有　500円



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間

（２）年次休暇の取得状況（令和７年度）

※短時間勤務の再任用職員は除く

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況 (単位：件)

（２）懲戒処分の状況 (単位：件)

５　職員の服務の状況

（１）育児休業の承認期間の状況(令和７年度の新規承認者) (単位：人)

（２）介護休暇の承認期間の状況(令和７年度の新規承認者) (単位：人)

（３）営利企業などの従事許可件数

６　職員の研修の状況

（１）常総地方広域市町村圏事務組合職員共同研修

区分 始業時間 終業時間 休憩時間

区分 総付与日数(日) 総取得日数(日) 対象職員数(人) 平均取得日数 取得率(％)

一般職員 8:30 17:15 12：00～13：00

消防署所に勤務する職員及び警防課通信員 8:30 翌日の8：30 8時間30分（1当務）

消防職 10,283 4,175 269 15.5日 40.60%

行政職 636 186.3 16 11.6日 29.30%

免職 休職 降任 降給 計

労務職 64 14.8 2 7.4日 23.10%

0 3 0 0 3

免職 停職 減給 戒告 計

0 2 0 0 2

区分
育児休業
取得者数

6月以下
6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

1年6月超え
2年以下

2年超え
2年6月以下

2年6月超え

一般行政職 0 0 0 0 0 0 0

消防職 10 10 0 0 0 0 0

2年超え
2年6月以下

2年6月超え

一般行政職 0 0 0 0 0 0 0

区分
介護休暇
取得者数

6月以下
6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

1年6月超え
2年以下

研修名 研修対象者 研修日数 受講者数

0 0

申請件数 許可件数

0 0

消防職 0 0 0 0 0

二部職員研修 採用後６年以上の主事・主幹級職員 1日 3人

係長研修 係長級職員 1日 2人

課長補佐研修 課長補佐級職員 1日 4人

課長研修 課長級職員 1日 5人

窓口クレーム対応研修 推薦職員 2日 2人

アサーティブ・コミュニケーション研修 推薦職員 1日 4人

タイムマネジメント研修 推薦職員 1日 2人

デザイン作成研修 推薦職員 1日 2人



（２）消防大学校

（３）茨城県立消防学校

（４）救急救命研修所

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断等の状況

（２）利益の保護の状況

※公平委員会に対して行う措置要求又は不服申立ての状況である。

研修名 研修対象者 研修日数 受講者数

警防課
消防士長以上で火災調査に従
事している者

51日 1人

上級幹部科
消防長、消防署長又はこれと同
等以上の職にある者

17日 1人

特殊災害科 特殊災害現場での指揮担当者 9日 2人

研修名 研修対象者 研修日数 受講者数

初任科 新たに採用された者 151日 13人

救急科 救急業務に従事する者 55日 14人

救助科 救助業務に従事する者 33日 4人

予防査察科 査察業務に従事する者 14日 1人

火災調査科 火災調査業務3年未満の者 12日 3人

研修名 研修対象者 研修日数 受講者数

警防科 警防業務に従事する者 19日 3人

水難救助課程 水難救助業務に従事する者 15日 1人

勤務条件に関する措置の要求 0件

不利益処分に関する不服申立て 0件

肺がん検診 37人

前立腺がん検診 72人

人間ドック 28人

各種健康診断

定期健康診断 251人

特定業務（深夜勤務）従事職員健康診断 222人

胃がん検診 39人

区分 件数

子宮がん検診 4人

乳がん検診 2人

大腸がん検診 41人

事業 実施内容 人数

救急救命士研修
救急隊員として、5年若しくは
2,000時間以上の実務経験を有
する者

181日 2人

操法指導者研修会 消防ポンプ操法を指導する者 1日 3人


	公表 

